
地域自主戦略交付金交付要綱（学校施設環境改善に関する事業）

2 3 文 科 施 第 ５ 号

平 成 2 3 年 ４ 月 １ 日

文 部 科 学 大 臣 決 定

（最終改正 平成 24 年４月６日 24 文科施第３号）

第１ 通則

地域自主戦略交付金制度要綱（以下「制度要綱」という。）に基づく地域自主戦略

交付金の交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30

年法律第179号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律施行令（昭和30年政令第255号。以下「適正化法施行令」という。）及びその

他の法令のほか、この交付要綱に定めるところによるものとする。

第２ 交付の目的

制度要綱別表に規定されている交付対象事業のうち、学校施設環境改善に関する事

業を実施する地方公共団体に対して交付金を交付することにより施設整備を推進し、

教育環境の維持・向上を図ることを目的とする。

第３ 交付対象

地方公共団体が作成した義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律（昭

和 33 年法律第 81 号）第 12 条第２項に規定する施設整備計画に基づき実施される別表

１に掲げる事業（他の法律又は予算制度に基づく国の負担又は補助を得て実施するも

のを除く。）を交付対象事業とする。なお、施設整備計画に記載する事項は学校施設環

境改善交付金交付要綱（平成 23 年４月１日付け 23 文科施第３号）第３と同様とし、

学校施設環境改善交付金の交付対象事業と合わせて一つの施設整備計画を作成し、当

該施設整備計画を文部科学大臣（以下「大臣」という。）（地方自治法第 252 条の 19 第

１項の指定都市（以下「指定都市」という。）にあっては、当該指定都市の属する道府

県教育委員会を経由して大臣）に提出しなければならない。

第４ 交付額

大臣は、制度要綱第８により内閣総理大臣から移し替えられた交付金について、制

度要綱別添により算出される地方公共団体ごとの交付限度額以内で、地域自主戦略交

付金の事業実施計画に掲げる交付対象事業に要する費用を地方公共団体に交付する。

交付額の算定については、学校施設環境改善交付金交付要綱第６の規定を準用し、事

業ごとに算出した配分基礎額に算定割合を乗じた額の総和と事業に要する経費の額に

算定割合を乗じた額の総和とを比較して少ない方の額に事務費（算定した交付対象経

費に 100 分の１を乗じて算定）を加えた額を交付する。

第５ 申請手続



１ 適正化法第５条及び適正化法施行令第３条の規定による交付金の交付の申請につ

いては、交付を受けようとする地方公共団体（以下「交付申請者」という。）は、

別に通知する日までに、大臣に対し、交付申請書（別記様式１）に必要な書類を添

付して提出するものとする。

２ 前項の場合において、交付申請者が指定都市であるときは、道府県教育委員会を

経由するものとする。

第６ 交付決定

大臣は、第５の規定により交付の申請があった場合において、その内容を審査する

とともに、必要に応じて現地調査等を行うものとし、交付金を交付すべきものと認め

たときは、適正化法第６条の規定に基づき、交付申請者に交付金の交付の決定を行う

ものとする。

第７ 交付決定の通知

１ 大臣は、第６の規定による交付金の交付の決定を行ったときは、適正化法第８条

の規定に基づき、速やかにその決定の内容及びこれに条件を附した場合にはその条

件を交付申請者に通知（別記様式２）するものとする。

２ 前項の場合において、交付申請者が指定都市であるときは、道府県教育委員会が

通知するものとする。

第８ 申請の取下げ

１ 適正化法第９条第１項に規定する申請の取下げについて、交付申請者は交付の決

定の内容又はこれに附された条件に対し、不服があることにより、申請を取り下げ

ようとするときは、交付金の交付の決定の通知を受けた日から起算して30日以内に、

大臣に申請取下書（別記様式３）を提出しなければならない。

２ 前項の場合において、交付申請者が指定都市であるときは、第５の２の規定を準

用する。

第９ 交付対象事業の内容の変更

１ 交付申請者は、交付対象事業の内容を変更しようとする場合には、大臣に内容変

更承認申請書（別記様式４）を提出し、その承認を受けなければならない。ただし、

交付決定額に変更をきたすことが無い場合は、この限りではない。

２ 前項の場合において、交付申請者が指定都市であるときは、第５の２の規定を準

用する。

第10 交付対象事業の廃止

１ 交付申請者は、交付決定を受けた学校施設環境改善に関する事業の全てを廃止す

る場合には、大臣に事業廃止承認申請書（別記様式５）を提出し、その承認を受け

なければならない。

２ 前項の場合において、交付申請者が指定都市であるときは、第５の２の規定を準

用する。



第11 交付対象事業の遅延の届出

１ 交付申請者は、交付対象事業が当該会計年度内に完了することができないと見込

まれる場合には、大臣に事業遅延報告書（別記様式６）を提出しなければならない。

２ 前項の場合において、交付申請者が指定都市であるときは、第５の２の規定を準

用する。

第12 状況報告

１ 交付申請者は、適正化法第12条の規定による遂行の状況の報告について、大臣か

ら要求があった場合は、速やかに状況報告書を提出するものとする。

２ 前項の場合において、交付申請者が指定都市であるときは、第５の２の規定を準

用する。

第13 交付事業の遂行等の命令

１ 大臣は、交付対象事業が交付の決定の内容又はこれに附した条件に従って遂行さ

れていないと認めるときは、適正化法第13条第１項の規定に基づき、交付申請者に

対し、これらに従って当該交付対象事業を遂行すべきことを命ずることができる。

２ 大臣は、交付申請者が前項の命令に違反したときは、適正化法第13条第２項の規

定に基づき、交付対象事業の遂行の一時停止を命ずることができる。

３ 前２項の場合において、交付申請者が指定都市であるときは、道府県教育委員会

は交付対象事業の交付の決定の内容又はこれに附した条件に従った遂行及び一時停

止を命ずることができる。

第14 実績報告

１ 交付申請者は、適正化法第14条の規定による実績報告については、事業の完了の

日（交付対象事業の廃止の承認を受けたときを含む。）から起算して１ヶ月以内又

は事業の完了の日が属する会計年度の翌年度の４月10日のいずれか早い日までに、

大臣に実績報告書（別記様式７）を提出して行うものとする。

２ 交付申請者は、交付対象事業が完了せずに国の会計年度が終了した場合は、交付

金の交付の決定をした日の属する会計年度の翌年度の４月10日までに実績報告書を

大臣に提出しなければならない。

３ 前２項の場合において、交付申請者が指定都市であるときは、道府県教育委員会

に提出するものとする。

第15 交付金の額の確定等

１ 大臣は、適正化法第15条の規定に基づき、交付対象事業に係る報告書等の審査を

行うとともに、必要に応じて現地調査等を行うものとし、当該報告に係る交付対象

事業の成果が交付金の決定内容及びこれに附した条件に適合すると認めたときは、

交付すべき交付金の額を確定し、交付申請者に交付額確定通知書（別記様式８）を

通知するものとする。

２ 前項の場合において、交付申請者が指定都市であるときは、道府県教育委員会が



交付すべき交付金の額を確定し、交付額確定通知書を通知するものとする。

第16 是正のための措置

１ 大臣は、第12の規定に基づき報告を受けた交付対象事業の成果が交付金の決定の

内容及びこれに附した条件に適合しないと認めるときは、適正化法第16条第１項の

規定に基づき、当該交付対象事業につき、これに適合させるための措置をとるべき

ことを当該交付申請者に対して命ずることができる。

２ 前項の場合において、交付申請者が指定都市であるときは、道府県教育委員会は

交付金の決定の内容及びこれに附した条件に適合させるための措置をとるべきこと

を当該交付申請者に対して命ずることができる。

第17 交付金の返還命令

１ 大臣は、交付申請者に交付すべき交付金の額を確定した場合において、既にその

額を超える交付金が交付されているときは、適正化法第18条第２項の規定に基づき、

当該交付申請者にその超える額の返還を命ずるものとする。

２ 前項の場合において、交付申請者が指定都市であるときは、道府県教育委員会が

返還を命ずるものとする。

第18 交付金の返還の期限

適正化法第18条第１項及び第２項の規定による交付金の返還の期限については、同

条第１項の場合にあっては、交付の決定の取消の通知の日から20日以内とし、同条第

２項の場合にあっては、原則として第10条第１項の規定による額の確定の通知の日か

ら20日以内とする。

第19 交付金の経理

交付申請者は、交付事業について経理を明らかにする帳簿を作成し、当該事業の完

了の日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。

第20 交付対象事業の検査等

１ 大臣は、交付金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、適正化

法第23条第１項の規定に基づき、交付申請者に対して報告をさせ、又は文部科学省

職員にその事務所、事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若し

くは関係者に質問させることができる。

２ 前項の場合において、交付申請者が指定都市であるときは、道府県教育委員会が

交付対象事業の検査等を行うものとする。

３ 適正化法第23条第２項の立入検査等を行う職員の身分を示す証票は、別記様式９

によるものとする。

第21 財産の処分の制限

１ 取得財産等のうち適正化法施行令第 13 条第４項の規定により、大臣が定める機械

及び重要な器具は、取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上の機械及び重要な器



具とする。

２ 適正化法第 22 条に定める財産の処分を制限する期間は、大臣が別に定める期間と

する。

３ 交付申請者は、前項により定められた期間中において、処分を制限された取得財

産等を交付金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け又は担保に供

しようとするときは、申請書を大臣に提出し、その承認を受けなければならない。

４ 前項の承認の手続等については、公立学校施設費国庫負担金等に関する関係法令

等の運用細目（平成 18 年７月 13 日付け 18 文科施第 188 号。以下「運用細目」とい

う。）第３の 20 の規定を準用する。

第 22 施設整備計画の事後評価

１ 交付対象事業を行った地方公共団体は、第３で作成した施設整備計画の計画期間

の終了時に、施設整備計画の目標の達成状況等について評価を行い、これを公表す

るとともに、大臣（指定都市にあっては、当該指定都市の属する道府県教育委員会

を経由して大臣）に報告しなければならない。なお、この評価については、学校施

設環境改善交付金交付要綱第８で行う学校施設環境改善交付金の交付対象事業と合

わせて一つの様式を作成し、当該様式を用いて大臣に報告しなければならない。

２ 大臣は、前項に基づく報告を受けたときは、地方公共団体に対し、必要な助言を

することができる。

第 23 その他

この要綱に定めるもののほか、地域自主戦略交付金の交付に関し必要な事項は運用

細目で定める。

附 則

この要綱の規定は、平成 23 年度以降の年度に係る国の交付金の交付について適用し、

平成 22 年度以前の年度の歳出予算に係る国の交付金の交付で平成 23 年度以降の年度

に繰り越されたものについては、なお、従前の例による。

附 則（平成 24 年４月６日）

この要綱の規定は、平成 24 年度以降の年度の予算に係る国の交付金の交付について

適用し、平成 23 年度以前の年度の歳出予算に係る国の交付金の交付で平成 24 年度以

降の年度に繰り越されたものについては、なお、従前の例による。



別表１

項 交付対象事業 対象となる経費 算定割合

１ 余 裕 教 室 の 改 小学校、中学校及び中等教育学校の前期課程（以下 １／３

修 に 関 す る 事 「小学校等」という。）の建物の余裕教室を学校教 （ 算 定 割 合 の

業 育以外の用途へと転用するために必要となる解体撤 特例）

去工事及び必要最小限の改修工事に要する経費。た 地 方 交 付 税 法

だし、１校当たり２億円（過去急増市町村に該当す （昭和 25 年法

る指定都市にあっては３億円）を上限とし、 200 万 律 第 211 号 ）

円未満のものを除く。 第 14 条の規定

に よ り 算 定 し

た 基 準 財 政 収

入 額 を 同 法 第

11 条 の 規 定 に

よ り 算 出 し た

基 準 財 政 需 要

額 で 除 し て 得

た 数 値 で 補 助

年 度 前 ３ 箇 年

度 内 の 各 年 度

に 係 る も の の

３ 分 の １ の 数

値 （ 以 下 「 財

政 力 指 数 」 と

いう。）が 1.00

を 超 え る 地 方

公 共 団 体 の 設

置 す る も の に

あ っ て は ２ ／

７

２ 校内 LAN の整 小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別 １／３

備 に 関 す る 事 支援学校の建物における校内 LAN 整備工事に要する （ 算 定 割 合 の

業 経費。ただし、１校当たり 3,000 万円を上限とし、400 特例）

万円未満のものを除く。 財 政 力 指 数 が

1.00 を 超 え る

地 方 公 共 団 体

の 設 置 す る も

の に あ っ て は

２／７

３ 空 調 の 整 備 に 小学校等の建物における空調設置工事に要する経費。１／３

関する事業 ただし、１校当たり２億円（過去急増市町村に該当 （ 算 定 割 合 の



する 指定 都 市に あっ ては ３ 億円 ）を 上限 とし 、 400 特例）

万円未満のものを除く。 財 政 力 指 数 が

1.00 を 超 え る

地 方 公 共 団 体

の 設 置 す る も

の に あ っ て は

２／７

４ 屋 外 教 育 環 境 小学校等及び特別支援学校の屋外教育環境施設（屋 １／３

の 整 備 に 関 す 外における教育環境整備の施設（植栽のための立木、

る事業 芝生を含む。）であり、屋外運動場のための施設、

屋外集会のための施設及び屋外学習のための施設そ

の他これらに附帯する施設をいう。）の整備に要す

る経費。ただし、１校当たり 6,000 万円を上限とし、

1,000 万円未満のものを除く。

５ 木 の 教 育 環 境 小学校等及び特別支援学校の木の教育環境の整備（平 １／３

の 整 備 に 関 す 成 24 年度までに行われるものに限る。）に要する経 （ 算 定 割 合 の

る事業 費のうち、次に掲げる事業に要する経費。 特例）

ア 木のふれあいの場 財 政 力 指 数 が

既存建物の教室、廊下、余裕教室等を改造して 1.00 を 超 え る

内装等に木材を利用した和室、プレイルーム、読 地 方 公 共 団 体

書スペース、ランチルーム、談話スペース、心の の 設 置 す る 木

教室（カウンセリング室、教育相談室等）等の整 の ふ れ あ い の

備。ただし、１校当たり 600 万円未満（心の教室 場 に あ っ て は

の整備は 400 万円未満）のものを除く（なお、各 １ ／ ３ × １ ／

地方公共団体が併行して２校以上整備する場合は、（財政力指数）

１校当たり 200 万円未満のものを除く。）。

イ 専用講堂（小学校等に限る。）

主要構造部又は内装の一部に木材を活用したも

ので、学校行事や学年集会の実施及び地域住民の

芸術・文化活動に利用することが可能な施設の整

備。ただし、１校当たり 1,000 ㎡を上限とし、 600

万円未満のものを除く。

６ 地 域 ・ 学 校 連 小学校等及び特別支援学校の地域・学校連携施設（複 １／３

携 施 設 の 整 備 合化促進型をいう。）の新築、増築又は改築（構造

に関する事業 上危険な状態にあるものに限る。）（平成 28 年度まで

に行われるものに限る。）に要する経費。ただし、

学校施設と複合化対象施設との共有スペース（多目

的ホール、展示ホール等の交流スペース、備蓄倉庫

等）の面積に 0.5 を乗じて得た面積又は当該学校の

校舎若しくは屋内運動場の必要面積に 0.07 を乗じて



得た面積のいずれか少ない面積を上限とする。

７ 産 業 教 育 施 設 高等学校及び中等教育学校の後期課程の産業教育の １／３

の 整 備 に 関 す ための実験実習施設の整備に必要な経費のうち、次

る事業 に掲げる事業に要する経費。

ア 一般施設

農業、工業、商業、水産、家庭、看護、情報又

は福祉に関する学科若しくは総合学科（職業科目

を 25 単位以上開設している場合に限る。）を設置

している高等学校において、産業教育振興法施行

令（昭和 27 年政令第 405 号）別表に掲げる施設及

び当該施設の整備に伴い必要となる廊下等（以下

「附帯施設」という）の整備。ただし、各科目群

ごとに別表２に掲げる基準面積を上限とする。

イ 普通科等家庭科

高等学校の普通科等における家庭科教育のため

の実験実習施設（家庭総合実習室、被服実習室及

び食物実習室）及び附帯施設の整備。ただし、各

施設ごとに４～ 17 単位（科目「家庭基礎」は２～

７単位）の場合は 630 ㎡、 18 単位以上の場合は 730

㎡を上限とし、この面積から整備を行う年度の前

年度末の現有面積を減じた面積を限度とする。

ウ 専攻科

高等学校における職業学科若しくは総合学科の

卒業者又はこれに準ずる者に対し、引き続き一貫

した専門教育を行うために高等学校に設置する専

攻科において必要な実験実習施設及び附帯施設の

整備。ただし、各専攻科ごとに別表２に掲げる面

積を上限とする。

エ 産業教育共同利用施設

高等学校の生徒の実習及び教員の研修等を行う

ために設置する産業教育共同利用施設において必

要な寄宿舎、実験実習施設及び附帯施設の整備（鉄

筋コンクリート造のものに限る。）。ただし、一施

設当たり 3,500 ㎡を上限とする。

オ 農業経営者育成高等学校拡充整備

農業高等学校において農業の担い手の育成を目

的とする教育を充実するため、必要な寄宿舎（居

住、寝室等生徒の寄宿のために供する室、図書室、

医務室等生徒の教養保健のために供する室、管理

人室、食堂、便所等の管理関係室、物置等の付属



室及びこれらの各室に附帯する玄関、昇降口、階

段、廊下（渡り廊下を含む。）等の通路部分とし、

鉄筋コンクリート造のものに限る。）、実験実習施

設及び附帯施設の拡充整備。ただし、寄宿舎教育

を 1 年を超えて実施する場合、寄宿舎は 4,052 ㎡、

実験実習施設は 1,868 ㎡を上限とし、寄宿舎教育を

6 月から 1 年実施する場合、寄宿舎は 2,280 ㎡、実

験実習施設 1,256 ㎡を上限とする。

カ 特別装置

高等学校において、産業教育のための実験実習

に必要な装置等のうち産業教育のための実験実習

施設と一体として使用される装置等の整備（施設

を整備した年度若しくは次年度又はその両年度に

おいて整備する装置等であり、施設の新築、増築、

改築又は改修（電気、給水、排水等の附帯工事も

含む。）に伴い整備する装置であるものに限る。）。

ただし、一学校当たり 1,000 万円未満のものを除く。

キ 実習船

高等学校の水産に関する学科における生徒の乗

船実習のための実習船の建造。ただし、 100 トン

未満のものを除く。

８ 学 校 屋 外 運 動 小学校、中学校、中等教育学校の前期課程並びに特 １／３

場 照 明 施 設 の 別支援学校の小学部及び中学部（以下「義務教育諸 （ 算 定 割 合 の

新改築 学校」という。）の体育施設を地域住民に開放する 特例）

ために必要となる屋外運動場照明施設の新築又は改 財 政 力 指 数 が

築に要する経費。ただし、照明しようとする面積に 1.00 を 超 え る

対し、２辺以上の方向から照明されるもので地上面 地 方 公 共 団 体

における平均照度が 100 ルクス以上であり、照明し の 設 置 す る も

ようとする面積 6,000 ㎡を上限とし、 900 ㎡未満のも の に あ っ て は

のを除く。 １ ／ ３ × １ ／

（財政力指数）

９ 学 校 ク ラ ブ ハ 義務教育諸学校の体育施設を地域住民に開放するた １／３

ウスの新改築 めに必要となるクラブハウスの新築又は改築（新築 （ 算 定 割 合 の

又は改築により、管理室、談話室、更衣室、シャワ 特例）

ー室、便所、用具室等を備えるものに限る。）に要 財 政 力 指 数 が

する経費。ただし、床面積 300 ㎡を上限とする。 1.00 を 超 え る

地 方 公 共 団 体

の 設 置 す る も

の に あ っ て は

１ ／ ３ × １ ／



（財政力指数）

10 太 陽 光 発 電 等 小学校等、高等学校及び中等教育学校の後期課程の １／２

の 整 備 に 関 す 産業教育のための実験実習施設、特別支援学校並び

る事業 に共同調理場の太陽光発電、風力発電、太陽熱利用

又は蓄電池（単独で整備する場合には、太陽光発電

設置校に限る。）の整備に要する経費。ただし、１

校当たり 400 万円未満のものを除く。

11 社 会 体 育 施 設 社会体育施設の整備に必要な経費のうち、次に掲げ ア ～ ウ 、 オ 及

の 整 備 に 関 す る事業に要する経費。 びカ １／３

る事業 ア 地域スポーツセンター新改築 エ １／２

地域スポーツクラブの活動拠点となる地域スポ （ 算 定 割 合 の

ーツセンターの新築又は改築（新築又は改築によ 特例）

り、体育室、トレーニング室、健康・体力相談室、 地 震 特 措 法 第

体力測定室、会議室、研修室、談話室、シャワー ４ 条 の 規 定 の

室及び更衣室を全て備えるものに限る。）。ただし、 適 用 の あ る 浄

床面積 4,000 ㎡（研究又は宿泊機能を併設する施設 水 型 の 地 域 ス

にあっては 6,000 ㎡）を上限とし、 2,000 ㎡未満の イ ミ ン グ セ ン

ものを除く。 タ ー に あ っ て

イ 地域スポーツセンター改造 は１／２

社会体育施設整備費補助金又は公立学校等施設

整備費補助金の交付を受けて建築し、建築後 20 年

以上経過したものの改造（改造により、体育室、

トレーニング室、健康・体力相談室、体力測定室、

会議室、研修室、談話室、シャワー室及び更衣室

を全て備え、かつ、床面積が 2,000 ㎡以上となるも

のに限る。）。ただし、補助対象工事費 6,000 万円

未満のもの又は改造前の床面積が 1,500 ㎡未満のも

のを除く。

ウ 地域スイミングセンターの新改築

一般の利用に供するための地域スイミングセン

ターの新築又は改築（新築又は改築により、談話

室、トレーニング室等を備え、かつ、屋内プール

にあっては年間を通して利用できるよう設計され

た温水プール、屋外プールにあってはプール水を

飲料水等に活用するための浄水機能を備えるもの

に限る。）。ただし、プール本体については水面積

600 ㎡を上限とし、 200 ㎡未満のものを除く。談話

室等については床面積 100 ㎡を上限とする。

エ 浄水型水泳プールの新改築

一般の利用に供するための浄水型水泳プールで



あって、地震防災対策特別措置法（以下「地震特

措法」という。）第２条第１項に規定する地震防

災緊急事業五箇年計画に計上されているものの新

築又は改築（新築又は改築により、プール水を飲

料水等に活用するための浄水機能を備え、かつ、

屋内プールにあっては年間を通して利用できる温

水プールを備えるものに限る）。ただし、プール

本体については、屋内に設置するものにあっては

水面積 600 ㎡を上限とし、屋外に設置するものに

あっては水面積 400 ㎡を上限とする。

オ 地域屋外スポーツセンターの新改築

一般の利用に供するための地域屋外スポーツセ

ンターの新築又は改築（新築又は改築により、運

動場（野球場及びコートを除く。）、クラブハウス

及び照明施設を備えるものに限る。）。ただし、運

動 場 に あ っ て は 実 際 に 運 動 を 行 う 区 画 の 面 積

10,000 ㎡を上限とし、 5,000 ㎡未満のものを除く。

クラブハウスにあっては談話室、トレーニング室

等を備えるもので、床面積 330 ㎡を上限とする。

照明施設にあっては照明しようとする面積に対し、

２辺以上の方向から照明されるもので地上面にお

ける平均照度が 200 ルクス以上であり、照明しよ

うとする面積 10,000 ㎡を上限とし、 5,000 ㎡未満の

ものを除く。

カ 地域武道センターの新改築

一般の利用に供するための地域武道センターの

新築又は改築（新築または改築により、談話室、

トレーニング室等を備える柔・剣道場及び弓道場

に限る。）ただし、財政力指数が 1.00 を超える都

道府県の設置するものは除き、柔・剣道場にあっ

ては床面積 2,100 ㎡を上限とし、 550 ㎡未満のもの

を除く。



別表２（産業教育施設関係）

ア 一般施設

科 目 群 基 準 面 積

情 報 基 礎 に 関 す る 科 目 群 490 ㎡

情 報 応 用 に 関 す る 科 目 群 1,750

生 物 生 産 に 関 す る 科 目 群 8,470

林 業 に 関 す る 科 目 群 1,720

食 品 科 学 に 関 す る 科 目 群 2,260

工 業 基 礎 に 関 す る 科 目 群 1,220

電 子 基 礎 に 関 す る 科 目 群 440

機 械 に 関 す る 科 目 群 3,220

自 動 車 に 関 す る 科 目 群 3,380

船 舶 に 関 す る 科 目 群 2,840

電 気 に 関 す る 科 目 群 1,760

電 子 応 用 に 関 す る 科 目 群 1,910

建 築 に 関 す る 科 目 群 1,860

設 備 工 業 に 関 す る 科 目 群 2,110

土 木 ・ 造 園 に 関 す る 科 目 群 1,760

化 学 工 業 に 関 す る 科 目 群 2,130

材 料 技 術 に 関 す る 科 目 群 2,690

セ ラ ミ ッ ク に 関 す る 科 目 群 2,390

繊 維 に 関 す る 科 目 群 2,200

イ ン テ リ ア に 関 す る 科 目 群 2,600

デ ザ イ ン に 関 す る 科 目 群 2,310

流 通 ・ 経 営 に 関 す る 科 目 群 1,460

国 際 経 済 に 関 す る 科 目 群 520

水 産 ・ 海 洋 基 礎 に 関 す る 科 目 群 1,150

海 洋 漁 業 に 関 す る 科 目 群 880

栽 培 漁 業 に 関 す る 科 目 群 1,150

被 服 に 関 す る 科 目 群 440

食 物 ・ 調 理 に 関 す る 科 目 群 720

保 育 ・ 福 祉 に 関 す る 科 目 群 1,170

看 護 に 関 す る 科 目 群 1,190

上記面積に別に定める補正を適用する場合は、補正後の面積



ウ 専攻科

以下の「専攻科」に掲げる各専攻科ごとの面積に次の（一）及び（二）により算出した係数を

乗じて得た数（四捨五入）の和をもって当該専攻科の面積とする。

農業に関する専攻科 4,500㎡

工業に関する専攻科 2,700

商業に関する専攻科 2,100

水産に関する専攻科 2,700

家庭に関する専攻科 1,000

看護に関する専攻科 1,000

（一）生徒数補正係数一覧

算出数 1～39 40～80 81～120 121～

増減係数(%) 80 100 130 以後40人増えるごとに10%づつ増

（二）修業年数補正係数一覧

修業年限 1年 2年 3年

増減係数(%) 80 100 130



（別記様式１ 交付申請書）

番 号

年 月 日

文 部 科 学 大 臣 殿

地方公共団体の名称並びに当該団体の長の職名及び氏名 印

地域自主戦略交付金交付申請書

地域自主戦略交付金に係る事業を実施したいので、交付金を交付されたく、補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第５条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり

申請する。

記

１ 事業の目的 学校施設環境改善に関する事業

２ 交付申請額

（単位：千円）

交付申請額

注） 地域自主戦略交付金事業実施計画の写しを添付すること。



（別記様式２ 交付決定通知書）

番 号

年 月 日

地方公共団体の名称並びに当該団体の長の職名及び氏名 殿

文部科学大臣又は道府県知事 印

地域自主戦略交付金交付決定通知書

平成 年 月 日付け 第 号で申請のあった地域自主戦略交付金については、補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第６条第１項の規定に基づ

き、下記のとおり交付することに決定したので、同法第８条の規定により通知する。

記

１ 事業の目的 学校施設環境改善に関する事業

２ 交付決定額

（単位：千円）

交付決定額

３ この交付決定の対象となる事業、その内容については、交付申請書記載のとおりとする。

４ 実績報告については、地域自主戦略交付金交付要綱（文部科学省）（以下「交付要綱」という。）第１４

によるものとする。

５ 交付の条件は、交付要綱によるものとする。

６ この交付決定に対して不服のある場合における補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第

９条第１項の規定による申請の取下げをすることのできる期間は、この交付決定通知書受領日から３０日

以内とする。



（別記様式３ 申請取下書）

番 号

年 月 日

文 部 科 学 大 臣 殿

地方公共団体の名称並びに当該団体の長の職名及び氏名 印

地域自主戦略交付金申請取下書

平成 年 月 日付け 第 号で交付の申請を行った地域自主戦略交付金の実施に

ついて、その申請を取り下げたく、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１

７９号）第９条第１項の規定により、下記のとおり申請する。

記

１ 申請を行った年月日

平成 年 月 日

２ 申請を取下げる事由

注） 交付申請書の写しを添付すること。



（別記様式４ 内容変更承認申請書）

番 号

年 月 日

文 部 科 学 大 臣 殿

地方公共団体の名称並びに当該団体の長の職名及び氏名 印

地域自主戦略交付金交付決定内容変更承認申請書

平成 年 月 日付け 第 号で交付の決定を受けた地域自主戦略交付金につい

て、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第７条の規定により、下

記のとおり内容を変更したいので、承認されるよう申請する。

記

１ 交付決定額 千円

２ 変更後の額 千円

３ 変更増減額 千円

４ 変更の事由

注） 交付決定通知書の写しを添付すること。



（別記様式５ 事業廃止承認申請書）

番 号

年 月 日

文 部 科 学 大 臣 殿

地方公共団体の名称並びに当該団体の長の職名及び氏名 印

地域自主戦略交付金事業廃止承認申請書

平成 年 月 日付け 第 号で交付の決定を受けた地域自主戦略交付金につい

て、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第７条の規定により、下

記のとおり事業廃止したいので、承認されるよう申請する。

記

１ 交付決定額 千円

２ 廃止の事由

注） 交付決定通知書の写しを添付すること。



（別記様式６ 事業遅延報告書）

番 号

年 月 日

文 部 科 学 大 臣又は道 府 県 知 事 殿

地方公共団体の名称並びに当該団体の長の職名及び氏名 印

地域自主戦略交付金事業遅延報告書

平成 年 月 日付け 第 号で交付の決定を受けた事業について、年度内に事業

の完了ができなくなったので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９

号）第７条の規定により、下記のとおり報告する。

記

工事着工 工事完了
事業名 学校名(施設名) 事業概要

年 月 日 予定年月日

※事業遅延の事由については、別紙（任意様式）に理由書として作成し添付すること。



（別記様式７ 実績報告書）

番 号

年 月 日

文 部 科 学 大 臣 殿

地方公共団体の名称並びに当該団体の長の職名及び氏名 印

地域自主戦略交付金実績報告書

平成 年 月 日付け 第 号により交付決定された地域自主戦略交付金の

交付対象事業について、 したので、補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第１４条の規定により、下記のとおり報告する。

記

１ 交付金の実績

（単位：千円）

交付決定額 交付金充当額 不用額

注） 交付対象事業について、完了又は廃止した場合には様式Ⅰを添付し、会計年度が終了した場合に

は様式Ⅱを添付すること。

完 了

廃 止

会計年後が終了



〔様式Ⅰ〕

1.交付決定年度

2.予算区分

3.充当内容 （単位：千円）

事業名 学校名（施設名） 事業概要 総　事　業　費 交付対象事業費
地域自主戦略交付金
充　　　当　　　額

そ　　の　　他 交付対象外経費

（Ａ＝Ｂ＋Ｅ） （Ｂ＝Ｃ＋Ｄ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ）

4.交付金の実績
地域自主戦略交付金
交　付　決　定　額

地域自主戦略交付金
充当額（Ｃ）の合計

不　用　額

（Ｆ） （Ｇ） （Ｈ）

地 域 自 主 戦 略 交 付 金 実 績 報 告
（ 学 校 施 設 環 境 改 善 に 関 す る 事 業 ）

合　　　　　計

【留意事項】
　○「事業名」、「学校名（施設名）」、「事業概要」欄については、地域自主戦略交付金の事業実施計画
　　と記載内容を同一にすること。
○「その他」欄については、地方負担(地方債、一般財源等)や他の補助金等の充当額を記載すること。



〔様式Ⅱ〕

1.交付決定年度

2.予算区分

3.充当内容 （単位：千円）

年度内充当額 翌年度繰越額

（Ａ） （Ｂ＝Ｃ＋Ｄ） （Ｃ） （Ｄ）

4.交付金の充当状況等
地域自主戦略交付金
交　付　決　定　額

年度内充当額
（Ｃ）の合計

翌年度繰越額
（Ｄ）の合計

当該年度不用額

（Ｅ） （Ｆ） （Ｇ） （Ｈ）

合　　　　　計

交付対象事業費
事 業 完 了
予 定 年 月 日

事業概要学校名（施設名）事業名
地域自主戦略交付金
充　　　当　　　額

地 域 自 主 戦 略 交 付 金 年 度 終 了 実 績 報 告
（ 学 校 施 設 環 境 改 善 に 関 す る 事 業 ）

完了・
未完了
の別

【留意事項】
　○「事業名」、「学校名（施設名）」、「事業概要」欄については、地域自主戦略交付金の
　　事業実施計画と記載内容を同一にすること。



（別記様式８ 交付額確定通知書）

番 号

年 月 日

地方公共団体の名称並びに当該団体の長の職名及び氏名 殿

文部科学大臣又は道府県知事 印

地域自主戦略交付金交付額確定通知書

平成 年 月 日付け 第 号により交付決定された地域自主戦略交付金の交付対

象事業に係る交付額について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７

９号）第１５条の規定により、金 円に確定したので通知する。



（別記様式９ 立入検査等職員身分証票）

表 面

← ９ｃｍ →

↑ 第 号

年 月 日発行

官 職 氏 名

年 月 日生

６．５ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第２３

ｃｍ 条第２項の規定による検査員の証

年 月 日まで有効

文部科学大臣 印

↓

備考 用紙は厚紙白紙とする。

裏 面

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）抜粋

第２３条 各省各庁の長は、補助金等に係る予算の執行の適正を期するため必要があ

るときは、補助事業者等若しくは間接補助事業者等に対して報告をさせ、又は当該

職員にその事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若し

くは関係者に質問させることができる。

２ 前項の職員は、その身分を示す証票を携帯し、関係者の要求があるときは、これを

提示しなければならない。

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。




